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令和３年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

法務省、国土交通省 第１次回答 

管理番号 212 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 01_土地利用（農地除く） 

提案事項（事項名） 

地籍調査における既存公図と現地の乖離に係る修正方針の統一・明確化 

提案団体 

那須塩原市、栃木県、佐野市、さくら市、那須烏山市、高根沢町 

制度の所管･関係府省 

法務省、国土交通省 

求める措置の具体的内容 

市町村等の地籍調査の実施に当たっては、その成果が登記所に送付された際に、登記官の修正指示を最小限

とし地籍図等としての備付けを行うこととなるよう、既存公図と現地の乖離に係る修正方針を統一・明確化するこ

とを求める。 

具体的な支障事例 

地籍調査の成果（地籍調査による一筆地立会いや測量により決定した筆界）について、既存公図（和紙公図等）

との乖離を理由に法務局の登記官からの修正指示を受け、地権者等と再調整が必要になる筆が多数発生して

いる。和紙公図は、距離や形状、長狭物の幅や筆界点の位置等が曖昧で、現地と相当の乖離が生じており、登

記官の指示により公図の筆界の形状と厳密に合わせることは一度地権者が了承した境界を再調整することに

なるため、再度の了承が得られにくく、相当の日数と事務負担が生じる結果となっている。現在、各筆の形状や

接合部、長狭物の幅等の疑問点がある場合は、全て登記官に相談して立会いを実施しているが、特に山間部

や農村部、河川周辺等はその相談件数が年々増加傾向にある。 

また、立会い前に判明した疑問点は、事前に登記官に相談した後に現地立会い等の対応をしているが、立会い

時や立会い後に発生した疑問点は後日登記官に相談し、その後に再立会いを実施するため、当該箇所の対応

に時間を要することになる。加えて、現地立会い時に現況と公図との乖離による筆界点や筆界線をどの程度の

修正が可能かの基準がないために、地権者への説明及び了解を得ることに苦慮している。本来、地図の整備は

法務局の業務であるが、全国的に法務局の地図整備をこの地籍調査事業で補っているのが現状である。地籍

調査の迅速かつ円滑な実施及びその成果の活用のため、修正指示を最小限とし地籍調査の成果が作成できる

よう、既存公図と現地の乖離に係る修正方針の統一・明確化が必要と考える。なお、地籍調査事業では、正確

な地図を作成するために１地区あたり数か月の地権者の立会いをいただき、１回の立会いで了承を得られない

場合は再立会いを実施、それをもとに地籍図を作成、その後地権者にその結果を閲覧していただいているが、

土地の形状、隣接地等との接合部、長狭物の形状、調査地区全体の形状等、全て公図を完全に遵守するので

は、公図と現地を照合する必要がなく、地籍調査を実施する意味自体がなくなってくる。地籍調査は地権者の立

会いのもと、形状や距離等の公図の歪み等を修正していくことが目的の一つであるため、ある程度幅を持った形

で修正していくことが重要と考える。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

地籍調査の迅速かつ円滑な実施が可能となり、地籍調査の進捗率の向上に資するとともに、地籍調査の効率

的な実施が可能となり、調査の実施に伴う業務及び費用の負担軽減等が期待できる。 
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根拠法令等 

国土調査法による不動産登記に関する政令 

国土調査法 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

盛岡市、小山市、大田原市、下野市、上三川町、壬生町、那須町、渋谷区、三浦市、福井市、中野市、半田市、

豊田市、草津市、京都府、たつの市、奈良県、広島市、宇和島市、宮崎県 

○現状ではなく公図に基づき立会を求めることにより、隣接所有者双方の合意が得られず、場合によっては筆

界未定となる可能性がある。また地籍調査事業の目的は、地籍を明確にして、災害発生時の速やかな復旧作

業の促進、土地利用を促進することであるが、筆界未定により目的を阻害する原因となっている。筆界未定も地

籍調査の成果との考え方もあるかとは思うが、現地において隣接所有者が存在し、立会いの実施が可能である

のに、公図と現状との乖離の差を埋める事が出来ない。

○公図と矛盾があると判断されると、現状では、地図訂正若しくは、再度立会により公図と矛盾ない新たな境界

を再設定するなどの対応をしなければならない。地籍調査は大規模面積を調査するため、公図と合わない箇所

も多くなり、その処理は実施主体の大きな負担である。（また、山林部では、公図の精度がより低く、地図混乱

地、所在不明者の問題が多いと言われており、認証出来なくなることが危惧されるため、着手地区の増加に繋

がらない）。そもそも、公図との差異は、公図作成時の誤り、現地復元精度の低さ、土地交換・区画の整理や災

害復旧等による土地形状の変更、高度経済成長期の宅地化に伴う分筆・地図訂正等の誤りなどの原因から数

多く存在する。地籍調査は、現在の地租改正作業とも言え、公図を元に調査素図を作成し、公図よりも精度の高

い復元性のある測量作業により、集団和解方式と同様に所有権者等と立会確認し、全筆調査のうえ、最新の土

地境界を表す地図を作成している。地籍調査の進捗率が低く、調査完了までかなりの年数がかかる見込みの

中、調査率の向上のため、延いては法務局備付地図の整備を推進するため、例えば、地籍調査による訂正を理

由に地図の作成、更新を行う方法など、地籍調査の成果の取扱いと手続きの簡略化を求める。

○字界毎の公図が、接合すべき字界線の形状と異なり、接合できないケースも見られる。これらの公図の相違

は法務局が自ら訂正するのではなく、関係地権者全ての同意を取得しなければ（地権者からの申し出がなけれ

ば）地図訂正が出来ない状況。土地の境界線については、現地が優先であり、古い公図は縮尺が示されていて

も、現地の形状が変わっているケースもあるため、現地立会において、その土地の概形を示す資料的位置付け

に留まるのではないかと考える。そのため、法務局においては、地籍調査において関係地権者全員との協議を

了した筆界線について、既存公図と多少の乖離があっても正式なものとして取り扱ってもらえれば、法務局との

個別協議や関係所有者との再立会、また再度の作図がなくなり、調査の効率化が図れることが期待出来る。

○公図と異なる場合に法務局と協議した結果、地籍調査の調査したように成果を作成してもよいとなったとして

も、地籍調査事業の成果を収める前に誤り訂正や地図訂正にて修正するように法務局から指示がある。このよ

うな場合は、同意をいただいている地権者に再度連絡を取り、説明に伺い説明の上に申請書等を提出すること

になる。最終的には地籍調査での調査結果となるため、このような手続は省略してもらいたい。また、事前に登

記官に相談をし、事業を進めていても、登記時に登記官が変わり説明しても理解してもらえず、再協議を行う場

合も多々ある。法務局の考えを明確にし、統一することにより円滑に事業が進む。

○当市においても、以前は管轄法務局の登記官により意見方針等が相違する場合があったと認識している。ま

た、職員が新任の場合には、不慣れな面もあることから、修正方針を統一・明確化したマニュアル策定が望まし

い。

各府省からの第１次回答 

筆界の調査は、地籍調査作業規程準則第 30 条１項において、登記簿、登記所地図、登記簿の附属書類、筆界

特定手続記録その他の資料の内容、地形及び地物の状況、慣習その他の筆界に関する情報を総合的に考慮

し、かつ、土地の所有者等の確認を得て調査するものとするとされており、所有者等の確認のみをもって筆界の

調査を行うものではない。 

昨年６月に地籍調査作業規程準則を改正し、同第７条の２に地籍調査の実施主体が登記官に対し助言を求め

ることができる規定を新設したほか、昨年９月には、筆界の調査等に当たって法務局が必要な協力を行う旨、国

交省から地籍調査担当部局に、法務省から法務局にそれぞれ通知したところであり、引き続き、連携して地籍調

査の円滑化を図ってまいりたい。 

ご指摘の「修正方針」については、筆界が形成されるまでの経緯、筆界に関する各種資料や各地域における筆

界に関する慣習等はそれぞれ異なるものであり、一概に示すことは困難であるが、筆界の調査方法について、
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国交省と法務省とが連携して、法務省の担当官を講師とする地籍調査担当への研修の充実や手引の作成等を

検討してまいりたい。 
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令和３年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

国土交通省 第１次回答 

管理番号 220 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 01_土地利用（農地除く） 

提案事項（事項名） 

地籍調査事業計画に関する変更手続きの廃止 

提案団体 

鳥取県、滋賀県、京都府、京都市、大阪府、堺市、兵庫県、和歌山県、徳島県、関西広域連合 

制度の所管･関係府省 

国土交通省 

求める措置の具体的内容 

法令上の根拠規定がない地籍調査事業計画に関する変更手続きについて、その必要性や国負担金等の交付

手続きの実態等を踏まえ、廃止すること。 

具体的な支障事例 

都道府県が定める地籍調査事業計画について、市町村（字単位）ごとの調査面積や調査手法などの詳細な記

載を求められ、市町村等の事業主体が策定する地籍調査事業実施計画とほぼ同一の内容を定めることとなっ

ていることに加え、国土調査法には、地籍調査事業計画の変更に関する規定がなく、軽微な変更を含む全ての

変更が法令に基づかない手続きとなっている現状にある。 

国として地籍調査事業の進捗状況を把握する必要性は理解できるが、国負担金等の交付額の変更を伴う場合

などの重要な変更については、実務上、国負担金等の交付・変更手続きにおいて把握が可能であり、地籍調査

事業計画の変更手続きまで必要とされていることが負担となっている。 

また、従来、国負担金等の交付額の変更を伴わない地籍調査事業計画の軽微な変更（調査地域、調査面積、

実施工程等の変更）については、国への報告は不要であったが、令和２年５月から遅滞なく国に報告することと

された。事業の進度調整等を目的に、軽微な変更は、多くの市町村で毎年行われており（令和２年度：５回）、地

籍調査事業計画の記載内容が詳細すぎることも相まって、その度に生じる計画の変更、国への報告事務が負

担となっている。 

毎年度、事業計画を作成し、当該年度の調査面積等と併せて、前年度までの実績についても記載しているとこ

ろ、年度途中に変更の情報を国が把握する必要性は低いと考えられ、都道府県及び市町村に新たな業務負担

が発生していることも踏まえ、地籍調査事業計画の変更手続きは廃止すべきと考える。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

地籍調査事業計画の変更に関する手続きが見直され、国土調査事業事務取扱要領に基づく変更の手続が不

要となれば、都道府県及び市町村の事務負担が軽減される。 

根拠法令等 

国土調査法第６条の３第２項 

国土調査事業事務取扱要領第 31 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

宮城県、高崎市、渋谷区、新潟県、半田市、豊田市、草津市、長岡京市、大阪府、たつの市、奈良県、岡山県、
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広島市、今治市、宇和島市、宮崎県、沖縄県 

○当県でも令和２年 12 月に５市町村の地籍調査事業計画に関する変更手続きを国交省に行ったが、変更内容

は軽微な内容（調査面積の変更）であった。市町村からの変更申請は 11 月にあり、内容確認に時間を要し事務

負担増となった。

○当県では令和２年度に重要変更を３回、軽微変更を４回実施している。交付額の変更を伴う事業計画の変更

手続きについて、交付規則等に基づく交付・変更手続きと一本化するとともに、交付額の変更が生じない事業計

画の変更の報告は、交付規則等に基づく実績報告時に併せて行うようにすることで、事務の簡素化が期待でき

る。

各府省からの第１次回答 

事業計画の策定は、国土調査法第６条の３第３項により国土交通大臣との協議及びその同意を要件としてお

り、同条第４項により、国土交通大臣は国が負担する経費の総額が予算を超えない範囲で同意を行うこととされ

ている。また、こうした考え方の下、事業計画に変更が生じた場合についても国土交通大臣の同意を得ることと

しているところである。一方で、事業計画の変更のうち、交付額の変更が生じない軽微な変更については、都道

府県の負担軽減の観点から、同意ではなく報告を求めることとしている。 

都道府県への交付額の変更が生じない場合であっても、例えば、実施主体である市町村が変更される場合など

も想定されるところであり、事業の執行管理の観点から、国がその事実を把握しておく必要があると認識してい

るところ、現行では、事業計画の変更後に全て遅滞なく報告を求めているところ、変更内容によっては報告頻度

を緩和するなど対応を検討してまいりたい。 
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令和３年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

総務省 第１次回答 

管理番号 11 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

提案事項（事項名） 

住民基本台帳法別表に関する省令への公営住宅の家賃等の徴収に関する事項の追加 

提案団体 

茨城県、福島県、栃木県、群馬県、長野県 

制度の所管･関係府省 

総務省、国土交通省 

求める措置の具体的内容 

住民基本台帳法別表第一から別表第六までの総務省令で定める事務を定める省令に「公営住宅の家賃等を徴

収する場合の氏名又は住所の変更の事実の確認」を追加するなどの改正を行い、公営住宅家賃の徴収事務で

現住所を把握する必要がある際に住基ネットを活用できるようにすること。 

具体的な支障事例 

地方自治法第 240 条第２項において「普通地方公共団体の長は、債権について、政令の定めるところにより、そ

の督促、強制執行その他その保全及び取立てに関し必要な措置をとらなければならない」と規定されている。 

公営住宅の家賃については、地方自治法第 240 条で規定するところの「債権」であり、未納が発生した場合は

同条第２項及び地方自治法施行令第 171 条及び第 171 条の２の規定により必要な措置をとる必要がある。 

債務者が納入に応じない場合は、訴訟手続きにより履行を請求することとされているが、訴訟を提起する際は

債務者の氏名や現住所などを把握する必要がある。 

また、地方自治法施行令第 171 条の５による徴収停止を行う場合や、回収が困難な債権について地方自治法

第 96 条第１項第 10 号の規定により権利の放棄を行う場合も債務者の氏名や現住所を確認する必要がある。

（徴収停止の場合は、現住所を確認し、不動産等の財産の所有状況の確認を行う必要がある。権利の放棄の

場合は、議決を経るための議案に債務者の氏名・住所を記載する必要がある。） 

現在、訴訟、徴収停止、権利の放棄を行う場合は、県で把握している住所を頼りに１件ずつ住民票の公用請求

を行って対応しているが、債務者がすでに引越しをしている場合などで債務者の現住所の把握がスムーズに行

えない実態がある（把握している住所から住所変更をしている場合、変更先の市町村へ再度公用請求を行う必

要があり、非常に手間がかかる）。 

なお、現行制度でも住民基本台帳法第 30 条の 15 第１項第２号の規定により、条例で規定することにより都道

府県知事保存本人確認情報を利用することは可能であるが、債務者が県外に移住してしまった場合は、改めて

移住先の市町村へ対し公用請求を行う必要が生じるため、全国照会を容易に行うため省令に規定することが必

要である。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

求める措置の実現が図られた場合、公用請求を行わずとも、住民基本台帳ネットワークを介した現住所の確認

が可能となる。 

この改正により債権管理に係る事務負担の軽減が図れるとともに、ペーパーレス、公用請求のための通信費等

の削減等、事務の効率化が期待できる。 
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根拠法令等 

住民基本台帳法第 30 条の 11 及び 30 条の 15 

住民基本台帳法別表第一から別表第六までの総務省令で定める事務を定める省令第３条第 56 項及び第５条

第 56 項 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

ひたちなか市、京都府、兵庫県、防府市、山陽小野田市、熊本市、大分県、沖縄県 

 

○当市においても、公営住宅退去者の所在調査については相当期間を有するケースが多い。滞納整理事務負

担の軽減のため、省令への公営住宅の家賃等の徴収に関する事項の追加が必要である。 

○当県において県営住宅の家賃滞納者等に係る明渡し請求訴訟の提起や債権を放棄するに当たっては、債務

者の氏名や現住所（債権放棄の場合は行方不明であること）を確認する必要があるが、県営住宅の名義人（又

は元名義人）が既に住民票を県外に異動させている場合があり、その場合は、住民基本台帳ネットワークシステ

ムによる調査をすることができない。この場合は県外の該当市町村長あてその都度住民票を公用請求しなけれ

ばならず、時間と経費、手間がかかるだけでなく、当該市町村職員の事務の負担増となっていると考えられる。 

○公営住宅の家賃等の未納について、訴訟を提起する際、入居者及び同居者の生存の事実又は氏名若しくは

住所の変更の事実を把握する上での照会が容易になる。 

○当県において、県営住宅等を退去した家賃滞納者については、滞納指導を行う管理代行者・指定管理者の求

めにより県が住民票の公用請求を行っている。令和元年以前に作成された住民票の保管期限は５年とされてお

り、期限切れにより請求できないケースがある。その場合は、実質的に住所調査の手立てがなく、それ以上納付

指導を行うことが困難である。求める措置の実現が図られた場合、事務負担の軽減だけでなく、債権回収の実

効性の向上が期待できる。 

○住民基本台帳担当部署においては、住民票の公用請求が多く、人件費等の費用もかかることから住基ネット

による照会は効果的であると考える。 

 

各府省からの第１次回答 

公営住宅法に基づく公営住宅の家賃等の徴収事務に関して、住民基本台帳ネットワークシステムを利用するこ

ととすることについては、その対象となる事務の範囲を含め、必要な対応を検討することとしたい。 
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令和３年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第１次回答 

 

管理番号 140 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 08_消防・防災・安全 

 

提案事項（事項名） 

管理不全空家の所有者特定のための住民基本台帳ネットワークシステムの利用範囲拡大 

 

提案団体 

大阪府、滋賀県、京都市、堺市、兵庫県、神戸市、和歌山県、鳥取県、徳島県、関西広域連合 

 

制度の所管･関係府省 

総務省、国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

市町村の空家対策所管部局が管理不全空家の所有者を円滑に特定できるよう、空家等対策の推進に関する特

別措置法第 12 条及び第 14 条等に基づく措置等に関する事務を住民基本台帳法別表等に追加する。 

 

具体的な支障事例 

当府内市町村は、空家の所有者や死亡した空家所有者の相続人を調査するため、他市町村への住民票や戸

籍等の公用請求を行っている。 

多い市町村では、年間 500 件を超えており、その５割超が府外への公用請求であることから、住民基本台帳法

施行条例の改正による対応では根本的な問題解決に至らない。また、公用請求によるやり取りでは回答を得る

までに１か月程度を要することもあり、所有者が転出を複数回行っている場合や相続人が複数の場合では、空

家所有者を確知するまでに数か月かかる事案もある。 

所有者特定に時間を要していることが、危険な空家に対して当該所有者等への法に基づく改善依頼や勧告等を

速やかに行うにあたっての支障となっている。 

なお、当該支障事例は当府内の市町村に限らず、空家所有者の特定のために公用請求を行う市区町村であれ

ば、どの団体でも直面している問題と認識している。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

市町村の空家対策担当部局が住民基本台帳ネットワークシステムにアクセスできるようになることで、本人確認

情報を入手するまでの期間が大幅に短縮され、事務の合理化に資する。これにより、市町村が早期に空家所有

者を特定し、空家法に基づく措置を迅速に講じることができるようになり、特定空家等の迅速な解消に繋がる。 

 

根拠法令等 

住民基本台帳法第 30 条の 12 第１項第１号、住民基本台帳法別表、住民基本台帳法別表第一から別表第六ま

での総務省令で定める事務を定める省令第４条、空家等対策の推進に関する特別措置法第 10 条第３項、第

12 条及び第 14 条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

盛岡市、仙台市、いわき市、茨城県、川崎市、相模原市、小田原市、長野県、中野市、西尾市、小牧市、長岡京

市、寝屋川市、西宮市、米子市、山陽小野田市、松山市、佐賀市、長崎県、熊本市、大分県、宮崎県 

 

○住民票請求は年間 120 件程度。 

通番36

8

総務省、国土交通省



○当市では、年間約 200 件（現時点では延べ 1,000 件超）の空き家相談を受けており、そのほとんどの相談に

ついては、空き家所有者及び相続人の所在調査（住民票や戸籍等の公用請求）を行っている。これらは、所有

者不明土地の解消に向けた民事基本法制の見直しに至るまで、登記簿謄本の所有者の住所変更や相続登記

が義務化されていないことに起因するものであるが、所有者（相続人）の所在判明までに数ケ月を要する事例も

多々あり、危険な空き家を早期に解決する上で、支障をきたしている。今回の住民基本台帳ネットワークシステ

ムの利用範囲拡大の提案が実現することにより、迅速な所有者特定ができ、危険な空き家の早期解決に繋が

ることが期待できる。 

○空き家の所有者を特定するためには、所有者の住民票の取得、本籍地の確認、戸籍等の書類の取得、相続

人の住民票取得等他自治体に書類の送付を依頼する事務手続きがある。通常相続人は、複数人おり、相続人

の住所地の自治体が異なる場合はそれぞれの自治体に住民票等を請求しなければならないため、多大な時間

と労力を要する。住民基本台帳ネットワークシステムにアクセスできるようになると大幅な事務の削減及び時間

の短縮になる。 

○相続人が多数存在し、その相続人全員の所在地を特定するため、他市へ公用請求することがあるが、膨大な

期間や手間がかかる。容易に調査できる仕組みがあれば、迅速に対応できると考える。 

○区においても、年度によってバラつきがあるが、多い年度で 20 件以上の公用請求があり、５割超が区外への

公用請求であり、申請から回答まで１週間程度を要しており、同様の支障事例が生じているため、制度の改正

が必要である。 

○当市においても空家所有者の確知に多大な労力がかかり管理不全空家への対応に苦慮していることから、

空家対策担当部署のアクセスを可能としていただきたい。 

○郵送による公用請求では返送までに時間を要す上に、所有者が複数の市をまたぐ異動を行っている場合、現

在の住所を確知するまでに手間や時間を要する。 

○空家等近隣住民からの相談で、空家等の状態から緊急性のある対処が必要なものに対し、所有者調査に時

間がかかっているため、処置が遅れるケースがあった。また、本市の空き家所有者調査は 1,000 件以上見込ま

れ、市内の戸籍情報取得に公用請求時の改変不可用紙の費用が多いため、費用負担で公用請求担当部署か

ら相談があった。 

○当県内市町村においても、１件あたりの手続きに多大な時間を要するため、支障となっている。具体的には、

近隣住民から、空き家の対処について相談があった際、市町村が一連の手続きを行っている間に、近隣住民が

人伝てに所有者の連絡先を聞き、所有者へ連絡し、戸籍が手元につく前に解決に至ったケースがある。 

○当市においても、空家の所有者や死亡した空家所有者の相続人を調査するため、他市町村への住民票や戸

籍等の公用請求を行っており、所有者が転出を複数回行っている場合や、相続人が複数の場合では、所有者

特定まで数ヶ月かかる事案もある。危険空家の所有者に対して改善依頼等を行うにあたっては支障になってい

る。 

○当市でも年間約 100 件の住民票や戸籍等の公用請求を行っているが、所有者を確知するまでに数か月を要

することもある。その間は所有者に対して適正管理の働きかけはできず、迅速な対応の支障になっており、相談

者への説明も困難となっている。住民基本台帳ネットワークシステムによる調査が可能となれば事務の効率化

が図られ、空き家等に関する諸問題の早期解決につながると考えられる。 

○当市においても、管理不全の空き家に関する苦情に対応する際に、指導の相手となる空き家の所有者を調査

するため、他市町村への住民票や戸籍等の公用請求を行っている。登記簿上の空き家の所有者の中には、亡

くなっている者もあり、その場合には所有者を特定するために、相続人の調査も必要となり、住民票や戸籍等の

公用請求を何度も行う必要がある。このようなことから空き家の所有者の特定に時間を要し、結果的に空き家の

管理不全状態の解消に時間がかかることがある。提案内容はこういった課題解決に寄与するものと考えられ

る。 

 

各府省からの第１次回答 

市町村の空家対策担当部局が空家等の所有者等を把握するに当たり、住民基本台帳ネットワークシステムを

利用することとすることについて、必要な対応を検討することとしたい。 
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令和３年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第１次回答 

 

管理番号 194 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 01_土地利用（農地除く） 

 

提案事項（事項名） 

住民基本台帳法別表への国土調査法に関する事務事項の追加 

 

提案団体 

高知県、福島県、新潟県、徳島県、香川県、愛媛県 

 

制度の所管･関係府省 

総務省、国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

住民基本台帳法別表に国土調査法に関する事務を追加することにより、土地の所有者その他の利害関係人等

の現住所の特定を行うため、住基ネットを活用できるように求める。 

 

具体的な支障事例 

地方公共団体は、国土調査（特に地籍調査）の実施にあたっては土地所有者等に実施時期や立会いすべき旨

を通知することになっている。 

土地所有者等の現住所を確認するにあたっては、登記簿に記載されている所有者等の氏名及び住所（登記した

当時の住所）をもとに、当該住所の市町村に対して公用請求をし、戸籍謄本、除籍謄本、住民票、除票等に該当

者がいないか確認を取っている。 

しかし、本人が転籍、転出等をしている場合には、本籍地、あるいは現住所にたどり着くまでにさらに調査を行う

必要があり、多くの時間と手間がかかっている。また、所有者が死亡していることが判明した場合は、対象者を

相続人に切り替えて再度同様の調査を行う必要があり、さらに時間と手間がかかることとなる。例として、当県内

の市における二地区の地籍調査（3,296 件）の実施にあたって、1,500 人程度の公用請求が必要だった。なお、1

度目の公用請求で所有者の住所等が明らかにならなかった場合は、更に公用請求を行う必要がある。 

一方、公用請求を受けた各市区町村の戸籍担当課においても、対象戸籍の抽出、子世代、孫世代の戸籍調査

などの事務が多く発生している。 

令和２年の国土調査法改正により、固定資産課税台帳等を確認することによって速やかに立会を求める所有者

の住所を確認できるようになったものの、 

・課税されていない山林や農地は固定資産課税台帳で所有者の確認ができない。 

・林地台帳制度開始前から相続登記されていない山林は現所有者が確認できない。 

・固定資産課税台帳等で立会人を確認した場合でも、住民への説明に備えて立会人と登記名義人との関係を

明らかにする（家系図を作る）必要がある。 

等から、依然として戸籍や住民記録を調査しなければならないケースも多い。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

所有者が婚姻や転籍により除籍されている場合、除籍謄本に記載された氏名、性別、生年月日をもとに住基ネ

ットを活用することによって、本人の生存状況及び現住所を即時に確認できるため、公用請求に係る事務を大幅

に削減することができ、行政の合理化に資する。（請求側、請求を受ける側双方の事務負担を削減できる） 

 

根拠法令等 

住民基本台帳法第 30 条の 10、第 30 条の 11、第 30 条の 12、第 30 条の 15、住民基本台帳法別表第一から
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別表第六までの総務省令で定める事務を定める省令第２条、第３条、第４条、第５条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

盛岡市、宮城県、高崎市、平塚市、長野県、中野市、佐久市、豊田市、草津市、京都府、長岡京市、大阪府、寝

屋川市、兵庫県、奈良県、広島市、山口県、松山市、今治市、宇和島市、長崎県、熊本市、大分県、宮崎県、沖

縄県 

 

○地籍調査による所有者等の探索については、令和２年度の改正で、国土調査に必要な限度で、土地所有者

その他に関する固定資産課税台帳等の所有者等関係情報を、内部及び関係する地方公共団体間で利用、提

供することが出来ることになり、所有者の追跡調査の円滑化が図られたが、所有者不明土地等の追跡調査対

象数は多く、更なる円滑化が必要。現在、所有者等関係情報は、依頼文書を作成し、郵便等で公用請求してい

る状況で、情報の利用者、提供者双方の担当職員の手間となっているが、住民基本台帳を利用することにより、

職員負担の軽減及び調査期間の短縮が可能となり、円滑な調査推進が図られる。 

○当団体においても、土地所有者の所在や相続関係人の確認等にかかる追跡調査（戸籍・住民票等）に多大な

時間と労力を必要とし、令和２年度の実績で６ヶ月間を要した事例もあった。このような状況の中、実施主体（市

町村等）における追跡調査の軽減、さらに円滑かつ迅速な調査の実施を図るため、今回の提案内容は必要。 

○令和２年度に軽微な事業計画の変更を４回行っており事務の負担増となった。 

○当市においても一地区 200～300 人の公用請求を行っている。公用請求に係る事務を大幅に削減することが

できると考えられるので、住基ネットの活用を求める。 

○農地や山林では相続登記未了のケースが存在し、現状の継承者にたどり着くため、戸籍調査を行う必要があ

り、所有者が死亡してから年数の経過が長いほど、継承者が対象地から広範囲に点在し、調査が難航するケー

スがある。住基ネットの利用により、戸籍調査の一定部分が省略出来ることから、現地立会までの経過時間が

短縮され、調査の効率化が期待出来ると考える。 

○記載の支障事例に加え、現在、所有者や相続者を特定する業務は補助対象事業とならないため、単独市費

で行っており、財政の面でも大きな負担となっている。 

○当県においても土地の所有者の探索に多大な時間を要していることから、事務の効率化を図るため、住基ネ

ットの活用により行政の合理化が期待できる。 

○住民基本台帳担当部署においては、住民票の公用請求が多く、人件費等の費用もかかることから住基ネット

による照会は効果的であると考える。 

○当市においても、他自治体へ公用請求による土地名義人（相続人）の戸籍等での住所・生存確認について、

多大な期間と人員を費やしている。この確認作業は、地籍調査事業における当市職員の業務に占める割合が

高い。法改正により住基ネットの活用ができれば、公用請求に係る事務を大幅に削減でき、より一層の事業推

進に期待できる。 

○地籍調査の立会のため、地権者を確認する際に、登記簿の住所が市外の方は各市町村へ戸籍の公用請求

をし、生存確認や現住所を確認している。しかし、登記簿の地権者が亡くなっていた場合、相続人の住所確認、

市外であれば公用請求をする等、相続人の確認にとても時間がかかる。 

 

各府省からの第１次回答 

地籍調査における土地の所有者の探索に当たり、住民基本台帳ネットワークシステムを利用することとすること

について、必要な対応を検討することとしたい。 
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令和３年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

法務省、国土交通省 第１次回答 

管理番号 141 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 08_消防・防災・安全 

提案事項（事項名） 

管理不全空家の所有者特定のための戸籍電子情報処理組織の利用範囲拡大 

提案団体 

大阪府、京都市、堺市、兵庫県、神戸市、和歌山県、鳥取県、徳島県、関西広域連合 

制度の所管･関係府省 

法務省、国土交通省 

求める措置の具体的内容 

市町村の空家対策所管部局が管理不全空家の所有者を円滑に特定できるよう、空家等対策の推進に関する特

別措置法第 12 条及び第 14 条等に基づく措置等を行うにあたり戸籍法第 118 条で規定する電子情報処理組織

を利用した本籍地以外での戸籍発行を公用請求においても活用できるようにする。 

具体的な支障事例 

当府内市町村は、空家の所有者や死亡した空家所有者の相続人を調査するため、他市町村への住民票や戸

籍等の公用請求を行っている。多い市町村では、年間 500 件を超えており、その５割超が府外への公用請求と

なっている。また、公用請求によるやり取りでは回答を得るまでに１か月程度を要することもあり、所有者が転出

を複数回行っている場合や相続人が複数の場合では、空家所有者を確知するまでに数か月かかる事案もあ

る。 

所有者特定に時間を要していることが、危険な空家に対して当該所有者等への法に基づく改善依頼や勧告等を

速やかに行うにあたっての支障となっている。 

また、当該支障事例は当府内の市町村に限らず、空家所有者の特定のために公用請求を行う市区町村であれ

ば、どの団体でも直面している問題と認識している。 

なお、本提案は、令和２年の地方からの提案等に関する対応方針において、「各府省等は、それぞれ所管する

行政手続のうち、地方公共団体が国（独立行政法人等も含む。）又は地方公共団体に対して行うものについて、

速やかに見直しを行う。」との方針が示されたことから、当該方針を踏まえた適切な対応を求めるものである。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

戸籍の電子情報処理組織を活用した公用請求が可能となることで、市町村の空家担当部局が空家所有者の戸

籍情報を入手するまでの期間が大幅に短縮され、事務の合理化に資する。これにより、市町村が死亡した空家

所有者の相続人を早期に特定し、空家法に基づく措置を迅速に講じることができるようになることで、特定空家

等の迅速な解消に繋がる。 

根拠法令等 

戸籍法第 10 条の２第２項、第 118 条、第 120 条の２、空家等対策の推進に関する特別措置法第 10 条第３項、

第 12 条、第 14 条 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

盛岡市、仙台市、いわき市、茨城県、川崎市、相模原市、小田原市、長野県、西尾市、小牧市、長岡京市、八尾
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市、寝屋川市、西宮市、米子市、山陽小野田市、松山市、佐賀市、長崎県、熊本市、大分県、宮崎県 

○当市に相談が寄せられる管理不良な状態の空家の多くが、登記簿上の所有者が死亡したことにより空家とな

ったものであり、数次相続が発生しているような空家も少なくない。助言・指導等を実施するために、速やかな所

有者特定が求められるが、空家の所有者特定において他市町村への戸籍等の請求の事務が多くを占めてい

る。戸籍を取得した者がすでに死亡していることもあり、そのような場合には、その者の相続人の調査が必要と

なり、同一市町村に対して再度、公用請求を行うこととなる。戸籍の電子情報処理組織の利用が可能となれば、

空家所有者の早期特定につながるとともに、空家担当者の事務負担だけでなく、戸籍担当者の事務負担軽減

にもつながると考える。

○提案団体と同様の内容。なお、戸籍請求は年間 240 件程度。

○ 当市では、年間約 200 件（現時点では延べ 1,000 件超）の空家相談を受けており、そのほとんどの相談につ

いては、空家所有者及び相続人の所在調査（住民票や戸籍等の公用請求）を行っている。これらは、所有者不

明土地の解消に向けた民事基本法制の見直しに至るまで、登記簿謄本の所有者の住所変更や相続登記が義

務化されていないことに起因するものであるが、所有者（相続人）の所在判明までに数ケ月を要する事例も多々

あり、危険な空家を早期に解決する上で、支障をきたしている。内容は、相続人が多数存在するケースや相続

人の半数が他自治体に本籍を置いている実態があるなど、今回、戸籍の電子情報処理組織を活用した公用請

求が可能となることにより、危険な空家の早期解決に繋がることが期待できる。なお、個人情報保護措置を講じ

た上で、着実な運用を図っていく必要がある。

○空家の所有者の相続人を調べるためには、戸籍関係の書類を公用請求する必要があるが、請求から回答ま

で多大な時間がかかる。電子情報処理組織を活用した公用請求が可能になると大幅な事務の削減及び時間の

短縮になる。

○相続人が多数存在し、その相続人全員の所在地を特定するため、他市へ公用請求することがあるが、膨大な

期間や手間がかかる。容易に調査できる仕組みがあれば、迅速に対応できると考える。

○本市においても空家所有者の確知に多大な労力がかかり管理不全空家への対応に苦慮していることから、

空家対策担当部署のアクセスを可能としていただきたい。

○郵送による公用請求では返送までに時間を要す上に、相続人が複数おり、かつ本籍地が異なる場合は更に

時間や手間を要する。

○当県内市町村においても、1 件あたりの手続きに多大な時間を要するため、支障となっている。具体的には、

近隣住民から、空家の対処について相談があった際、市町村が一連の手続きを行っている間に、近隣住民が人

伝てに所有者の連絡先を聞き、所有者へ連絡し、戸籍が手元につく前に解決に至ったケースがある。

○当市においても、空家の所有者や死亡した空家所有者の相続人を調査するため、他市町村への住民票や戸

籍等の公用請求を行っており、所有者が転出を複数回行っている場合や、相続人が複数の場合では、所有者

特定まで数ヶ月かかる事案もある。危険空家の所有者に対して改善依頼等を行うにあたっては支障になってい

る。

○当市でも年間約 100 件の住民票や戸籍等の公用請求を行っているが、所有者を確知するまでに数か月を要

することもある。その間は所有者に対して適正管理の働きかけはできず、迅速な対応の支障になっており、相談

者への説明も困難となっている。電子情報処理組織等を活用した公用請求が可能となれば、空き家等に関する

解決困難な諸問題の解消につながると考えられる。

○当市においても、管理不全の空家に関する苦情に対応する際に、指導の相手となる空き家の所有者を調査

するため、他市町村への住民票や戸籍等の公用請求を行っている。登記簿上の空家の所有者の中には、亡く

なっている者もあり、その場合には所有者を特定するために、相続人の調査も必要となり、住民票や戸籍等の

公用請求を何度も行う必要がある。このようなことから空家の所有者の特定に時間を要し、結果的に空家の管

理不全状態の解消に時間がかかることがある。提案内容はこういった課題解決に寄与するものと考えられる。

各府省からの第１次回答 

【法務省】 

令和元年法律第 17 号による改正後の戸籍法第 120 条の２第１項においては、本籍地の市区町村以外の市区

町村に対して戸籍証明書等の請求ができる者について、戸籍法第 10 条第１項に規定された者、すなわち、戸

籍に記載されている者又はその配偶者、直系尊属若しくは直系卑属のいわゆる「本人等」に限定している。 

また、戸籍法第 10 条は、昭和 51 年の戸籍法の改正において戸籍の公開制度が見直された際に、戸籍の閲覧

制度が廃止されたことから新設された規定であり、さらに、平成 19 年法律第 35 号による戸籍法の改正におい

て、戸籍証明書等の交付請求をすることができる場合を限定する戸籍法第 10 条の２が新設されるなど、戸籍情

報の性質や個人情報保護の観点から数次の制度改正がされており、今般の戸籍法第 120 条の２の立法過程
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においても、これらの経緯を踏まえた検討がされたところである。 

これは、「本人等」以外からの戸籍証明書等の請求については、交付の可否を厳格に判断すべきであるし、その

戸籍を管掌する本籍地の市区町村以外の市区町村、つまり、戸籍を記録した市区町村以外の市区町村におい

て交付の可否を判断することが適当ではないと考えられること、また、都市部の市区町村に、当該市区町村以

外の都道府県や国の機関による請求が集中すること等により、一部の市区町村において、戸籍証明書等の交

付に係る事務負担が過度に増大するおそれがあること等を考慮したものである。 

また、戸籍法第 120 条の２の規定は、現在構築中の戸籍情報連携システムの稼動と同時に施行される予定で

あるが、本件提案は、前述した市区町村間の事務負担の偏在等に関する詳細な検証等を欠いたまま、同条の

施行前にこの取扱いを変更する制度改正を求めるものであり、現時点では、システム面、制度面いずれの観点

からも対応は困難である。 

【国土交通省】 

提案団体の提案を実現するためには戸籍法の改正が必要であることから、同法を所管する法務省において検

討されるべきと考えるが、空家等の所有者等を把握するための戸籍謄抄本の公用請求を電子的に行うことがで

きれば空き家対策に資すると考えられるため、国土交通省としては、そのような制度が設けられた場合には、空

家等対策の推進に関する特別措置法に基づく事務についても当該制度の対象とするのが適当と考える。 
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令和３年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

総務省、法務省 第１次回答 

管理番号 174 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

提案事項（事項名） 

住民基本台帳法の改正による住民基本ネットワークシステム上で閲覧可能な項目の追加 

提案団体 

豊田市 

制度の所管･関係府省 

総務省、法務省 

求める措置の具体的内容 

住民基本台帳法第 30 条の６に定める、住民基本台帳ネットワークシステム上で閲覧可能な項目に「戸籍の情

報」を追加する。 

具体的な支障事例 

地方税法第９条における相続による納税義務の承継において、相続人を調査する際に、住民票（除票）のある

市町村（A 市）に住民票を請求し、本籍地があることを確認してから再度本籍地のある市町村（B 市）に戸籍請求

を行っているため、公用請求が２回必要となっている。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

住民基本台帳ネットワークシステム上で本籍地情報を取得できるようになることで、他市町村への住民票照会を

することなく、戸籍の照会が可能となり、１回の公用請求で相続人を把握できる可能性がある。 

また、市町村による相続人の把握が円滑かつ迅速に実施されることで、国土交通省が進めている、所有者不明

土地の解消についても調査期間を削減できるほか、市民にとっても、遺産分割協議等を円滑に進められるメリッ

トがある。

根拠法令等 

住民基本台帳法第 30 条の６ 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

郡山市、前橋市、八王子市、川崎市、山梨県、長野県、御殿場市、豊橋市、津市、京都市、枚方市、八尾市、山

陽小野田市、高知県、中津市、宮崎市 

○具体的な支障事例のように公用請求が２回必要となり手間である。住民基本台帳ネットワークシステム上で

本籍地情報が取得可能になればこの手間も軽減されると考える。

○当市においても住民票を照会後に本籍調査を行っており、住民基本台帳ネットワークシステムから本籍情報

が取得できれば、これまでの２回の調査が１回に軽減され、事務の効率化につながると考える。

○相続人を判明させるまでには時間がかかっており、本籍地情報の取得が可能になれば、事務効率化に繋が

るため提案内容に賛同する。

○本籍地が市町村合併などにより現在の市町村名と異なった地名になっている場合、どこの自治体に公用請求

を送付すべきか確かめる必要がある。送付先自治体を誤った場合、照会文書が行き来する時間と郵便にかか
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るコストが無駄になるため、ネットワークシステムで閲覧出来れば、照会先自治体を誤っていたとしてもすぐに正

しい本籍地を確かめることが出来る。古い地名を調べる際、市町村のホームページ等に情報が無い場合もある

ため照会文書の送付先自治体を誤ることは起こりうると考えられる。 

○当市においても、相続人調査の際に公用請求を２回行うことは、相続人の早期把握の支障となっている。住

民基本台帳ネットワーク上で本籍地情報が取得可能となることで、相続人の把握が円滑かつ迅速に実施され、

早期の賦課徴収に寄与することができる。また、照会元・照会先双方にとって事務作業を軽減できる利点があ

る。 

○相続人調査の際に、転居時などに転籍も行っている被相続人もおり、相続人調査完了まで繰り返しの公用請

求が必要な事例が存在する。住民基本台帳ネットワークシステム上で閲覧可能な項目が増えればそのような際

の省力化にも繋がる可能性がある。 

 

各府省からの第１次回答 

【総務省】 

住民基本台帳ネットワークシステム（住基ネット）によって管理、利用等される本人確認情報は、氏名、生年月

日、性別及び住所からなる４情報、住民票コード及び個人番号並びにこれらの変更情報に限定されており、「戸

籍の情報」を追加することについては、住基ネット関連訴訟の最高裁判決（平成 20 年３月６日）の趣旨を踏ま

え、慎重に検討されるべきものと考える。 

【法務省】 

住民の居住関係を公証し、住民に関する事務の処理の基礎となる住民基本台帳制度と、日本国民の親族的身

分関係を登録・公証する戸籍制度とでは、制度上の仕組みや対象が異なっており、一方の制度のネットワーク

に、もう一方の制度に関する情報を流通させることは適切ではなく、住民基本台帳ネットワークシステムに「戸籍

の情報」を追加することは困難である。 
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令和３年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

法務省、国土交通省 第１次回答 

管理番号 188 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

提案事項（事項名） 

市区町村長による住宅用家屋証明発行事務の廃止 

提案団体 

指定都市市長会 

制度の所管･関係府省 

法務省、国土交通省 

求める措置の具体的内容 

登録免許税の軽減等を受けるために必要となる市区町村長の住宅用家屋証明発行事務を廃止すること。 

具体的な支障事例 

【現行制度の概要、支障等】 

租税特別措置法に基づき、住宅用家屋の取得等後１年以内に登記を受けるもの等について登録免許税の軽減

を受けるためには、住宅用の家屋であることを当該家屋が所在する市区町村長が証明したものが必要とされて

いる。当市ではこの住宅用家屋証明の交付事務（法定受託事務）を税務部門で行っているが、年間の交付件数

は平均で 6,000～7,000 件と件数が多く、職員の負担となっている。 

また、一般的に、住宅用家屋証明の取得には住民票の写し、登記事項全部事項証明書、建築確認申請の際の

確認済証及び検査済証等が必要となるが、法務局での登記手続きの添付書類と重複しており、登記事項全部

事項証明書については法務局から取得するものである。上記以外の書類が必要となる場合もあるが、その書類

を法務局へ直接提出すればよく、あえて市区町村で住宅用家屋証明を取得する必要がないことから、住民に対

して過度な負担を課しているといった支障も生じている。 

【縦割り 110 番における国の見解について】 

国の「規制改革・行政改革ホットライン（縦割り 110 番）」に対して、同様の提案が個人から寄せられていたが、所

管省庁の検討結果は、登記所において発行に係る要件の審査を行うことは困難との理由から「対応不可」であ

った。 

しかしながら、国土交通省通知に基づき行っている市町村の審査では、現地調査等は行っておらず、居住実態

の把握も住民票上の住所が当該住宅となっていれば居住しているとみなすなど、提出書類の形式的審査であ

る。専門的な判断を要するものではなく、登記所においても同様の審査を行うことは十分に可能であると考え

る。 

【住宅用家屋証明の登録免許税以外での用途について】 

また、登録免許税の軽減以外にも、住宅ローン減税・贈与税の非課税措置においても住宅用家屋証明は利用さ

れているものの、別途添付が必要な「長期優良住宅認定通知書」の方が、当該住宅の品質や性能を評価した証

明書であり、住宅用家屋証明は不要であると考える。 

なお、住宅用家屋証明発行事務により得た情報を、市町村内の他業務に利用するといったことはないため、廃

止することによる支障はない。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

市区町村における住宅家屋証明の交付事務に係る負担が軽減される。 

住民にとっても、住宅用家屋証明を取得するという手間が省かれ、利便性が向上する。 

通番35
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根拠法令等 

租税特別措置法施行令第 41 条、第 42 条、第 55 条 

租税特別措置法施行規則第 25 条、第 25 条の２、第 26 条、第 26 条の２、第 26 条の３、第 27 条、住宅用家屋

の所有権の保存登記等の登録免許税の税率の軽減措置に係る市町村長の証明事務の実施について（昭和 59

年５月 22 日付け国土交通省住宅局長通知建設省住民発 32 号） 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

旭川市、水戸市、高崎市、千葉市、船橋市、文京区、八王子市、藤沢市、長野県、豊橋市、半田市、豊田市、岸

和田市、山陽小野田市、高松市 

○当市では住宅家屋証明の年間証明発行件数に占める割合は約 0.2％と少ないが（約 57,500 件中 150 件）、

審査事例が年々複雑化しており国交省が発行しているガイドラインだけでは判断が難しい事例もままある状況

であり、１件にかかる時間が重くなっている。今回の提案が見込めないのであれば証明要件を緩和し、審査その

ものを簡素化する必要もあると考える。

○住宅用家屋証明書の発行件数は増加傾向にあり、電話による問い合わせ対応を含め、証明事務への負担が

増加している。

〇住宅用家屋証明書の取得はほとんどの場合、司法書士などが登記手続きとともに代行しているが、その手間

が代行費用に反映され、住民に余分な負担を強いている。住宅用家屋証明書が不要になれば、住民の費用負

担も軽減されることが期待できる。また、当区の事例として、国の通達に基づき不備のない証明書を発行してい

るにもかかわらず、住宅用家屋証明書の交付時点と登記手続き時点の住所が異なることにより、申請者から修

正・再発行を求められることがあった。法務局において住宅用家屋証明書の発行要件と同様の審査を行うこと

で、このようなことがなくなり、住民の利便性も向上する。

○行政側では、当市では、近年、大規模の集合住宅等が急増しており、開発業者側と協議し、５０件単位の申請

を計画的に分散して申請していただくなど、懸命に交通整理している状況である。このような工夫をしていても、

実際は、各税の繁忙期には、他の窓口業務に大きな影響を及ぼしている。特に未入居の案件では、賃貸ではな

く自己物件の場合、不正防止（セカンドハウスの防止）のため、現有家屋の売却までを確認する必要があること

から、行政側の負担となっている。

当該事務は、市にとって 1,300 円の手数料が入るが、大量の申請があった場合、時間外労働となる場合も多く、

実際のコストは、歳入を超過しているものと推察される。市内に新規住宅が増え、税源の涵養となることは非常

に喜ばしいことではあるが、歳入面においても市町村の事務とするメリットがほとんどないのと、申請者側の負

担も大きいので、法務局においてワンストップサービス化が実現されれば、申請する市民側にも大きな負担軽減

策となる。特に、現行は、市町村長あての申請書中の「物件の表示」の疎明資料となる登記簿謄本等は、法務

局でのワンストップ化を進めた場合、不要となるので、申請する市民にとって大きな負担軽減となる。

○提案市と同様、住宅用家屋証明の交付事務については、書類審査のみであるため、あえて市町村が判断す

る要素がなく、法務局においても同様の審査は可能であると考える。

また、国土交通省通知に基づき審査を行っているが、記載のない部分について、市町村によって判断が異なる

恐れがある。住宅用家屋証明の取得に必要な書類は法務局での登記手続きの添付書類と重複しているため、

先に表題登記申請をした場合、図面や上申書等の書類を法務局へ提出したため、それらの書類が手元になく、

審査に時間がかかったり、住民に負担を課すといった支障が生じている。

各府省からの第１次回答 

住宅用家屋証明発行事務の廃止については、現行制度による市区町村への事務負担の軽減の要望を踏まえ

つつ、廃止した場合に生じうる税制実務への影響を考慮し、代替措置を適切に講ずることが可能か精査のう

え、対応方針を検討してまいりたい。 

なお、住宅用家屋証明書の提出が義務付けられている住宅用家屋に係る登録免許税の税率の軽減措置は令

和３年度末が適用期限となっていることから、今般の提案事項については令和４年度税制改正の検討過程にお

いて併せて検討する必要があり、その対応方針は令和４年度税制改正における当該軽減措置の改正内容が確

定した段階で公表が可能となる旨、ご留意いただきたい。 
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令和３年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

国土交通省、環境省 第１次回答 

管理番号 35 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 06_環境・衛生 

提案事項（事項名） 

流域別下水道整備総合計画の計画変更要件の緩和 

提案団体 

石川県 

制度の所管･関係府省 

国土交通省、環境省 

求める措置の具体的内容 

２つ以上の都府県にまたがる流域別下水道整備総合計画（以下、「流総計画」）を策定・変更する場合であって

も、他都府県の同意があれば国土交通大臣との協議等を不要とすること。 

※上記措置が不可能な場合、以下の措置を求める。

・計画変更が不要な場合の拡大（下水道整備では水質環境基準の達成が困難な場合（例えば当県では、河口

付近の湖沼については下水道施設によっては対処できない汚染原因により、仮に計画通り下水道施設を完備し

たとしても水質環境基準を満たす見込みがない）を類型化し、当該場合には、計画変更を不要とすることなど）

・地方整備局への河川関係検討を含む事前協議の手続きの迅速化・提出書類の簡素化

具体的な支障事例 

２つ以上の都府県にまたがる流総計画の変更については、国土交通大臣への協議等をしなければならないが、

地方整備局等の河川部局との協議に多大な時間を要しており、特に、地方整備局との河川関係検討を含む事

前協議に時間を要している（１年～２年程度）。２つ以上の都府県にまたがらない場合は国土交通大臣との協議

等が必要ない一方、２つ以上の都府県にまたがる場合は国土交通大臣との協議等が必要であるが、これまで

の流総計画の策定・変更においても、隣接する県との調整が困難となったことはなく、国に協議をする実質的意

義がないと考えている。 

また、下水道施設整備はほぼ完了し下水道施設整備のみでは水質環境基準の達成が難しい状況になっている

場合でも、現行、計画変更が必要であることから、中期整備事項の更新時期を迎えるたびに流域の水質に関す

る現況調査を行った上で、計画変更手続を行っており、人員面・財政面ともに大きな負担となっている（現況調査

及び計画案・添付資料の作成には２年間で約１千万円程度の負担がある）。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

策定に係る業務負担の軽減、人員・予算の削減を図ることができる。 

根拠法令等 

下水道法第２条の２第７項、「流域別下水道整備総合計画調査 指針と解説」 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

茨城県、鳥取県、徳島県、宮崎県 

○地方整備局等の河川関係検討を含む事前協議については、多大な期間を要することから、手続きの迅速化
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や提出書類の簡素化について検討いただきたい。 

○当県においても、河川関係検討を含む事前協議に時間を要した事例が過去にある。

各府省からの第１次回答 

都府県が２つ以上の都府県にまたがる流域別下水道整備総合計画を策定・変更する場合には、当該計画に記

載されている削減すべき汚濁負荷量の配分等が、環境基本法に基づく水質環境基準の達成に沿う内容である

か等について、国が都府県の区域を越える広域的な観点から確認を行うことが必要であるため、下水道法第２

条の２第７項において、国との協議を行うこととされている。 

そのため、下水道法第２条の２第７項の協議では、当該観点から、都府県間の汚濁負荷量の配分等について確

認していることから、都府県間の合意があるか否かに関わらず、当該協議の実施が必要である。 

なお、ご指摘の具体的な支障事例として掲げられている河川関係検討については、下水道法第２条の２第７項

の規定にもとづく国土交通大臣への協議には当たらないが、手続きの迅速化等については、実態を踏まえ、関

係部局と調整の上、検討して参りたい。
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令和３年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

国土交通省、環境省 第１次回答 

管理番号 106 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 06_環境・衛生 

提案事項（事項名） 

下水道事業計画の軽微な変更の範囲に関する見直し 

提案団体 

熊本市 

制度の所管･関係府省 

国土交通省、環境省 

求める措置の具体的内容 

公共下水道の事業計画について、予定処理区域を変更する場合であっても、その変更する面積の範囲が狭小

であるときは、下水道法施行令第５条の２で定める軽微な変更に該当するものとして、国土交通大臣への協議

等を不要とするように事務の簡素化を求める。 

仮に、現在でも国土交通大臣への協議等が不要な場合は、その旨を明確化することを求める。 

具体的な支障事例 

当市が管理する公共下水道の事業計画（以下「下水道事業計画」という。）の予定処理区域（約 10,000ha）に隣

接する住宅地があり、その住民から当市の公共下水道へ接続したいとの申出があったことを受け、下水道事業

計画を変更して予定処理区域を 0.4ha 拡大し、管渠布設を行った。 

本事例においては、予定処理区域の変更として下水道法施行令第５条の２第１号に該当すると考え、下水道法

第４条第６項で準用する同条第２項に基づき国土交通大臣との協議を行い、その手続に約 1.5 か月の時間を要

した。 

予定処理区域の面積を数 ha 程度拡大や縮小することは、下水道事業計画の大きな変更ではなく国土交通大

臣との協議等を行う必要性はないと考えられるが、予定処理区域の面積の変更の場合は一律に協議が必要と

されているため、職員にとって大きな負担となっているだけではなく、公共下水道の早期整備を望む市民にとっ

ても支障が生じている。 

下水道事業計画の変更に係る国土交通大臣の関与ついては、過去の地方分権改革推進委員会の第３次勧告

を踏まえ、認可から同意のない協議とされているが、本事例のように他の市町村と接しない土地を予定処理区

域に加える場合など関係地方公共団体との利害調整が発生しない場合には協議等も不要とし、手続きの簡素

化を図ることが可能と考える。 

したがって、このような予定処理区域の面積の変更については軽微な変更と整理し、事務を簡素化すべきであ

る。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

下水道事業計画の変更手続を簡素化することで、下水道管理者の事務負担を軽減するとともに、下水道工事へ

の早期着手が可能になり、住民サービスの向上につながる。 

根拠法令等 

下水道法第４条、第５条 

下水道法施行令第４条の２、第５条の２ 

下水道法施行令第５条の２及び第 17 条の９に定める協議等を要しない事業計画の軽微な変更の取扱いにつ
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いて（平成 27 年 11 月 19 日事務連絡） 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

仙台市、千葉市、横浜市、川崎市、富山市、福井市、名古屋市、稲沢市、田原市、京都市、広島市、徳島県 

○当市では、宅地・事業地等の建設に伴い、下水道事業計画（以下「事業計画」という。）の変更を毎年行ってい

る状況である。当市の事業計画の変更は県の協議で完了するものの、期間は３か月程度要しており、早期整備

を望む市民への支障、及び職員の事務負担になっている。現在の下水道法施行令第５条の２では、一律に「予

定処理区域の変更」を伴うものは事業計画の変更となっているが、軽易な変更内容を明確に定めていただき、

微小な区域の変更は事業計画の変更を要しないなど、手続きの簡素化をすべきである。

○本件と同様に重要な変更として規定されている国土交通省令で定める主要な管渠の配置について、道路の

改良工事に伴い配置が変更となる際にも配置が局所的ではないことから変更の対象となり、図書の作成に費用

を要したことに合わせ、手続きに時間を要し、道路の改良工事に影響を及ぼす形となった。そのため、局所的で

はないものの同一道路内における配置変更は軽微な変更であると考えられるため、大幅な変更とならないもの

については重要な変更とは該当しないよう範囲の見直しをお願いしたい。

各府省からの第１次回答 

下水道事業計画に定めるべき事項に係る変更のうち、国土交通大臣又は都道府県知事への協議を要する変更

（軽微な変更に該当しないもの）について、下水道法施行令第５条の２各号に整理されている。 

これは、下水道法施行令第５条の２各号に掲げる変更が、下水道事業を実施するにあたって特に重要となる、

下水の放流先に水質等の観点で影響を及ぼすものや私人の利益との調整を図る必要があるものの変更であ

り、関係自治体、私人等への影響が大きいことから、下水道管理者が当該変更を行う場合には、その妥当性

を、下水道整備に関する知見を有する国土交通大臣等が客観的見地から確認する必要があるためである。 

ご提案に係る予定処理区域については、排水施設及び終末処理場の配置及び能力に相応している必要があ

り、また、予定処理区域内の私人に対しては、排水設備の設置や使用料の負担等、種々の義務又は制限が課

されることから、予定処理区域の変更は、その程度に関わらず、私人等への影響が大きい。 

そのため、下水道管理者が予定処理区域の変更を行うにあたっては、変更する予定処理区域の面積等に関わ

らず、国土交通大臣又は都道府県知事への協議に係らしめ、国土交通大臣等が当該変更の妥当性を確認する

必要がある。 
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令和３年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

環境省 第１次回答 

管理番号 163 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 06_環境・衛生 

提案事項（事項名） 

指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画における第二種特定鳥獣管理計画との統合等 

提案団体 

埼玉県 

制度の所管･関係府省 

環境省 

求める措置の具体的内容 

指定管理鳥獣捕獲等事業交付金の採択要件とされている「指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画」について、「第

二種特定鳥獣管理計画」と統合するなど、規定を見直すこと。 

具体的な支障事例 

【現行制度】 

鳥獣保護管理法第７条の２では、生息数が著しく増加し、または生息地の範囲が拡大している鳥獣がある場

合、「第二種特定鳥獣管理計画」を策定できると規定されており、当県も同計画を策定し、ニホンジカ及びイノシ

シの管理を図っている。

また、同法第 14 条の２により、「第二種特定鳥獣管理計画」に基づく「指定管理鳥獣捕獲等事業」を実施すると

きは、指定管理鳥獣（ニホンジカ・イノシシ）の種類ごとに「指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画」を定めるとされ、

当県では、ニホンジカに関して同計画を策定している。なお、「指定管理鳥獣捕獲等事業交付金」の採択要件と

して、同交付金実施要綱で「指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画を既に策定していること」と規定されている。

両計画の一般的な違いとして、実施期間について、基本指針により「第二種特定鳥獣管理計画」は原則として３

～５年間程度とされている一方、「指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画」は、原則として１年以内と規定されてい

る。このため、「指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画」については、毎年度策定する必要がある。

【支障事例】

上記のとおり、「第二種特定鳥獣管理計画」とは別に、毎年度、「指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画」を策定す

る必要があり、過大な負担が生じている。具体的には、毎年度の計画案の策定、利害関係人（林野庁や猟友会

等）からの意見聴取、関係地方公共団体との協議を実施することが義務付けられている。また、鳥獣の管理を図

るための計画として、管理計画と実施計画が存在するため、計画体系としても分かりづらい。

【懸念の解消策】

「指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画」を策定している場合は、当然に当該指定管理鳥獣に関する「第二種特定

鳥獣管理計画」を策定していることから、別に実施計画を定めなくとも管理計画で同内容を規定することは可能

と考える。

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

鳥獣の管理を図るために策定する管理計画及び実施計画が一本化され、計画体系が分かりやすく整理される。 

また、毎年度、実施計画を策定する必要がなくなり、行政の合理化も図られる。 

根拠法令等 

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第７条の２、第 14 条の２ 
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指定管理鳥獣捕獲等事業交付金実施要綱、 

鳥獣の保護及び管理を図るための事業を実施するための基本的な指針 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

秋田県、茨城県、京都府、高知県 

○直近の被害発生状況や生息数などにより、実施の判断や対象区域の見直しなどが必要なこともあるため、指

定管理鳥獣捕獲等事業実施計画を毎年度定めるかどうかについては、各県等の実情に応じて柔軟な対応が可

能な形が望ましい。

○当県においても、ニホンジカについて指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画を策定しており、１種だけでも策定

にかかる事務は大きな負担となっている。

各府省からの第１次回答 

ニホンジカ及びイノシシについては、個体数及び捕獲頭数が年によって変動し、当初設定した捕獲目標を達成

できない場合もあり、計画的な管理を進めるためには、捕獲実績を基に次年度の捕獲目標頭数を見直すなど、

順応的な見直しが重要となる。このため、指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画では、指定管理鳥獣の生息状況

及び捕獲数を把握するとともに、個体数推定及びそれを基にした可能な限りの将来予測を行い、次年度の捕獲

目標頭数を設定するなど、科学的知見を踏まえながら幅広い関係者の合意を図りつつ捕獲等の目標及び同事

業の内容を定めることとしている。

以上のようなことから、鳥獣保護管理法第３条に基づく「鳥獣の保護及び管理を図るための事業を実施するため

の基本的な指針（平成 28 年環境省告示 100 号）」では、指定管理鳥獣捕獲等事業の実施期間を原則として１

年以内としているが、同基本指針では、「実施期間については、対象鳥獣の生態や地域の実情等に応じて適切

な期間を設定し、必要に応じて年度をまたぐことや１年を超えることも想定される。また、原則として第二種特定

鳥獣管理計画の計画期間内で設定する。」こととされており、現行制度においても、指定管理鳥獣捕獲事業実

施計画の実施期間は、都道府県の判断により、第二種特定鳥獣管理計画の計画期間内で設定することが可能

である。

また、現行制度では、指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画において定めることされている事項を第二種特定鳥

獣管理計画において定めることは妨げておらず、都道府県において、指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画の目

的を達成することが可能と判断されるのであれば、現行制度においても、第二種特定鳥獣管理計画と指定管理

鳥獣捕獲等事業実施計画を統合して定めることは可能である。
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令和３年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

環境省 第１次回答 

 

管理番号 164 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 06_環境・衛生 

 

提案事項（事項名） 

第二種特定鳥獣管理計画の意見聴取手続きに関する規定の見直し 

 

提案団体 

埼玉県 

 

制度の所管･関係府省 

環境省 

 

求める措置の具体的内容 

鳥獣保護管理法において、「第二種特定鳥獣管理計画」の策定に当たって、環境審議会の代わりに鳥獣管理の

有識者からの意見聴取を可能とすること。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度】 

鳥獣保護管理法第７条の２では、生息数が著しく増加し、または生息地の範囲が拡大している鳥獣がある場

合、「第二種特定鳥獣管理計画」を策定できると規定されており、当県も同計画を策定し、ニホンジカ及びイノシ

シの管理を図っている。 

また、同条第３号により鳥獣保護管理事業計画の規定（同法第４条第４項）が準用され、計画策定に当たり自然

環境保全法第 51 条の規定により置かれる審議会その他の合議制の機関の意見を聞かなければならない。 

【支障事例】 

当県では計画策定に当たり「環境審議会」の意見を聴取することとなるが、「環境審議会」は特定鳥獣の個体数

管理や捕獲等に関する「有識者（鳥獣管理に関する学識経験者、狩猟者等）」等が少ない委員構成となってお

り、必ずしも当審議会での審議にはそぐわないものとなっている。 

また、「環境審議会」からの意見聴取に加えて、「鳥獣の保護及び管理を図るための事業を実施するための基本

的な指針」において、学識経験者等から構成される検討会等の設置及び意見聴取を事実上義務付けており、過

大な負担となっている。 

【懸念の解消策】 

実質的には、指針を根拠とする検討会の構成員である学識経験者等によって具体的な提案が行われており、法

の本来の趣旨は充足している。 

また、本計画の上位計画である「鳥獣保護管理事業計画」においては、引き続き「環境審議会」での調査・審議

が行われるため、本計画と県全体の環境保全及び自然保護の方針との整合性は図られる。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

計画の対象（イノシシ、シカ等の特定鳥獣）に即した「有識者」の意見を計画の策定に反映しやすくなり、より計画

が特定鳥獣の保護管理の実態に即したものとなる。 

 

根拠法令等 

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第７条の２第３号 

鳥獣の保護及び管理を図るための事業を実施するための基本的な指針 
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追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

秋田県、茨城県、栃木県、静岡県、京都府、大阪府、高知県 

 

○当団体においても、国が定める「鳥獣の保護及び管理を図るための事業を実施するための基本的な指針」を

踏まえた本団体の指針に基づき、シカ管理計画の運用や改定案の検討に当たっては、シカに関する専門的な

知見を有する学識経験者や地元市町村等からなる「シカ管理計画検討会」を設置しており、法の規定により諮問

する「自然環境保全審議会（本審議会及び鳥獣部会）」での手続きとあわせ、大きな負担となっている。 

○当県においても、学識経験者を含めた検討会を開催しており、環境審議会メンバーとも重複している状況であ

る。 

 

各府省からの第１次回答 

自然環境保全法（昭和 47 年法律第 85 号）第 51 条の規定により置かれる都道府県における自然環境の保全

に関する審議会その他の合議制機関（以下単に「合議制機関」という。）は、同条第２項に基づき、「温泉法（昭

和 23 年法律第 125 号）及び鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成１4 年法律第 88

号）の規定によりその権限に属させられた事項を調査審議するほか、都道府県知事の諮問に応じ、当該都道府

県における自然環境の保全に関する重要事項を調査審議する。」こととされており、第二種特定鳥獣管理計画

の作成に当たっても、鳥獣保護管理法第７条の２第３項において読み替えて準用する同法第４条４項に基づき、

合議制機関の意見を聴かなければならないこととされているところである。このため、御指摘の都道府県が設置

する検討会等が合議制機関として認められるものであれば、環境審議会の意見を改めて聴取する必要はなく、

都道府県知事の判断により、現行制度においても提案事項は実施可能であり、この旨は今後周知していきた

い。 
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令和３年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

環境省 第１次回答 

管理番号 65 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 06_環境・衛生 

提案事項（事項名） 

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律に基づく「都道府県分別収集促進計画」策定の

義務付けの廃止 

提案団体 

岐阜県 

制度の所管･関係府省 

環境省 

求める措置の具体的内容 

「都道府県分別収集促進計画」策定の義務付けの廃止を求める。都道府県分別集促進計画は各市町村が策定

する分別収集計画のデータを取りまとめている部分がほとんどであるため、計画の策定ではなく、市町村分別収

集計画のデータを都道府県のホームページ上で公開することに留める等、事務の簡略化を求める。 

具体的な支障事例 

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進に関する法律第９条に基づき、３年ごとに５年を１期とする分別

収集促進計画の策定が義務付けられている。 しかしながら、一般廃棄物の処理は市町村の自治事務であり、

都道府県が一般家庭から排出される容器包装廃棄物の収集に関係する事務はない。 

都道府県分別収集促進計画は市町村分別収集計画に記載された数字の集計が大部分となっている。 

従って、計画策定までは不要であり、市町村分別収集計画のデータを取りまとめ、ホームページ上で公開するこ

とにする等、事務の簡略化を図ることで、計画策定にかかる都道府県の事務負担が軽減される。 

また、再商品化義務量の算定、容器包装廃棄物の排出抑制等に係る取り組み、広域的処理の促進、市町村間

の広域連携等の調整機能や分別収集の意義に関する知識の普及等に関しては、「都道府県分別収集促進計

画」の策定とは無関係に実施可能と考えられることから、都道府県が計画を作成しなくても目的は達成できる。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

「都道府県分別収集促進計画」策定の義務付けを廃止することで、計画策定にかかる都道府県職員の業務量

が削減できる。 

根拠法令等 

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律第９条 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

茨城県、群馬県、石川県、下呂市、静岡県、西尾市、小牧市、岡山県、山口県、徳島県、大分県、沖縄県 

○一般廃棄物の処理に関しては市町村の自治事務であり、分別収集促進のために県が市町村に対してできる

のは技術的助言に過ぎない。この助言等を含む市町村に対する一般廃棄物に係る県の関わり等については、

「都道府県廃棄物処理計画」で示すことが可能である。実質的に、市町村の計画の数値を積算するだけであり、

５年計画でありながら３年ごとに作成することになっており負担が大きい。
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○当市における一般廃棄物処理関係の計画は、都道府県が策定する廃棄物処理計画を上位計画として「一般

廃棄物処理基本計画」及び「一般廃棄物処理実施計画」を策定している。この計画により、当市の一般廃棄物を

計画的に処理できているため、都道府県分別収集促進計画が無くても支障がないと考える。

各府省からの第１次回答 

容器包装再商品化法に基づく「都道府県分別収集促進計画」は、都道府県内の市町村における容器包装廃棄

物の排出の抑制及び分別収集量の拡大のために市町村相互間の取組や広域的な取組を計画的に進めていた

だくものであり、現に、効率的な分別収集方法や収集体制を確立するための広域化への支援、市町村ごとの取

組の分析及び働きかけを計画に盛り込む都道府県も存在する。 

さらに、本年６月に成立したプラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律において、容器包装のみなら

ず、プラスチック資源の分別回収及び再商品化を促進するため、容器包装再商品化法ルートを活用した再商品

化を可能にするとともに、市町村が単独で又は共同して実施する再商品化計画の認定制度を創設。今後、都道

府県が「都道府県分別収集促進計画」に基づき行う広域的調整や市町村への援助は、プラスチックに係る資源

循環の促進等に関する法律を踏まえたものになることが期待され、「都道府県分別収集促進計画」はその重要

性が増す。 

なお、廃棄物処理法に基づく「都道府県廃棄物処理計画」の中に「都道府県分別収集促進計画」を一体として位

置づけるなど、計画策定事務を簡略化していただくことは差し支えない。 
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令和３年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

環境省 第１次回答 

管理番号 98 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 06_環境・衛生 

提案事項（事項名） 

特定施設設置者によるダイオキシン類の汚染状況の自主測定結果に係る都道府県知事への報告の廃止 

提案団体 

群馬県、福島県、茨城県 

制度の所管･関係府省 

環境省 

求める措置の具体的内容 

特定施設設置者によるダイオキシン類の汚染状況の自主測定結果に係る都道府県知事への報告の廃止 

具体的な支障事例 

大気汚染防止法等でも、自主測定実施の義務づけはあるが、本法のみ結果の報告義務があり、事業者の負担

となっている。 

都道府県にて集計及び公表することは形式的な事務に留まり、関与する実益が無く、自主測定結果の取りまと

め、公表資料の作成等作業が職員の負担となっている。 

自主測定結果の報告義務が、今後も国民に対する情報提供として必要であれば、国が進めている事務手続き

電子化の一環で、PRTR 法のように電子で直接国に報告し、だれでも容易に確認できるシステムとして欲しい。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

都道府県及び事業者の事務負担を軽減できる。 

根拠法令等 

ダイオキシン類対策特別措置法第２８条第１項～第４項 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

青森県、宮城県、山形市、豊田市、寝屋川市、大分県、宮崎県 

○都道府県及び事業者双方の事務負担を軽減のためには、報告・公表規定自体をなくすことが望ましい。

各府省からの第１次回答 

事業者による測定結果の都道府県等への報告及び都道府県等（都道府県及びダイオキシン対策特別措置法

施行令において定める市。以下同じ。）による公表は、事業者による排出抑制の実施のインセンティブを与える

とともに、施設周辺住民の安心を確保するためにも、継続して実施する必要があると考えている。また、都道府

県等は、事業者からの測定結果の報告を基に、事業者による測定が実施されていない、測定結果が都道府県

等へ報告されていない又は測定結果が排出基準を超過しているといった事業者に対して指導を行っている。 

令和元年度には、稼働している大気基準適用施設（6,680 施設）のうち、未測定・未報告が 503 施設、排出基準

超過が 52 施設あり、稼働している水質基準適用事業場（522 事業場）のうち、未測定・未報告が 23 事業場、排
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出基準超過が１事業場あったところ。このような状況を踏まえると、引き続き、ダイオキシン対策に取り組む必要

性は高く、当該報告・公表を廃止すべきではないと考えている。また、事業者からの測定結果の報告先について

は、事業者による測定の未実施、都道府県等への未報告又は排出基準超過に対して適切な指導が実施できる

よう、同法に基づく指導監督権限を有する都道府県等とすることが適切と考えられる。 

その上で、地方公共団体が行う事務の効率化・負担軽減は重要であると考えており、「デジタル・ガバメント実行

計画」（平成 30 年１月 18 日）及び「環境省デジタル・ガバメント中長期計画」（平成 30 年６月 18 日）に基づき、

現在国において測定結果の報告に関する電子システム構築について、令和６年度運用開始を目指し検討を進

めているところ。これにより、都道府県等の測定結果の受付、測定結果の公表及び立入検査に係る負担軽減並

びに事業者の測定結果の報告に係る負担軽減が図れると考えている。 
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令和３年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

国土交通省 第１次回答 

管理番号 144 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 10_運輸・交通 

提案事項（事項名） 

地域公共交通分野に係る各協議会等を一元化することを可能とする見直し 

提案団体 

兵庫県 

制度の所管･関係府省 

国土交通省 

求める措置の具体的内容 

地域公共交通分野に関し個別の事務ごとに法令で別の協議会等を設置することは、地方公共団体の総合的な

政策決定を損なう恐れがあること及び事務の効率化の観点から、以下を求める。 

①地域公共交通分野に係る各協議会等を活性化協議会に一元化することを可能とすること（地域協議会と地域

公共交通会議の権限を、活性化協議会で行うことを可能とする）

②上記にあわせ一元化する活性化協議会の構成員については、市町村が主宰する場合は都道府県を、都道

府県が主宰する場合は市町村を入れることとすること

具体的な支障事例 

【現状】 

地域公共交通に関する会議には、都道府県主宰の生活交通確保対策地域協議会（地域協議会）と市町村主宰

の地域公共交通会議、地域公共交通活性化協議会（活性化協議会）がある。 

【支障】 

現状、地域公共交通に関する会議が３つ存在し、都道府県・市町村で構成員が重複している類似の会議をそれ

ぞれ開催し、同じ案件を議事として審議している。市町村主宰の地域公共交通会議と活性化協議会でも別々に

会議を開催していることから、都道府県、市町村の事務として非効率である。 

また、路線バスの休廃止協議は、単一市町村内の路線であっても、都道府県の地域協議会の協議事項とされ

ているが、市町村主宰の地域公共交通会議の協議結果を追認するだけで実質的に形骸化しており、事務が重

複していると言わざるを得ない。 

さらに、地域公共交通会議（市町村）や活性化協議会（市町村）の構成員に都道府県が位置づけられておらず、

①広域的な観点からの意見・調整が機能しないおそれがあるとともに、②休止中の路線等にコミバスを運行する

場合に交通事業者の意向が強く反映される傾向があり、住民の生活交通の確保に影響が生じることがある。

一方、国の路線バス等の運行補助の要綱が改正され、補助要件が都道府県の地域協議会による計画策定か

ら市町村の活性化協議会による計画策定へ変更されたことにより、セットで行うべき路線バスの維持と休廃止の

協議が分断され、当該協議の取りまとめが困難になることが見込まれる。

以上から、地域公共交通分野に関し個別の事務ごとに法令で別の協議会等を設置することは、地方公共団体

の総合的な政策決定を損なう恐れがあり、路線バスから自家用有償運送など広く地域交通に関する協議を行う

活性化協議会において、一元的に議論することが望ましい。

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

地域公共交通に係る会議を一元化することで、地域公共交通に関し、より総合的な政策決定を円滑に行うこと

が可能になるとともに地方公共団体における事務の円滑化が図られる。 

通番26

31



根拠法令等 

道路運送法施行規則第９条の２、第９条の３、第 15 条の４ 

地域協議会の要件に関する告示（平成 13 年国土交通省告示第 1202 号） 

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律第６条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

北海道、郡山市、滋賀県、姫路市、明石市、相生市、宝塚市、高砂市、淡路市、たつの市、佐用町、鳥取県、香

川県、高知県、宇土市、小林市、沖縄県 

 

○都道府県と市町村で構成する活性化協議会で路線再編を協議した案件について、協議会の構成となってい

る各市町村が主宰する地域交通会議でも同内容の協議をする必要がある。さらに都道府県主宰の生活交通確

保対策地域協議会でも協議を行うなど、事務の重複が生じている。 

○地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に基づき設置している「当市地域公共交通会議」は、地域公

共交通計画（当市総合交通計画）について審議を行っている。また、道路運送法に基づき設置している「当市地

域公共交通会議陸運分科会」（以下「陸運分科会」という。）は、コミュニティバスや乗合タクシー、路線バスにつ

いて審議を行っている。 

今般の法改正に伴い、地域公共交通特定事業における実施計画の策定は、地域公共交通会議での審議を経

ての策定が必要となるが、再編を行うとなれば路線バスの経路変更や代替移動手段の活用など、陸運分科会

での合意も必要となるため、両会議で審議内容に共通する部分が多くなると推測される。 

上記の理由から、陸運分科会と地域公共交通会議を一元化できれば、事務の円滑化を図ることができる。 

ただし、乗合バス等の運行費補助と地域公共交通計画の連動化については、地域公共交通計画の作成が地域

公共交通確保維持事業による補助要件として定められることから、広域路線を各自治体の地域公共交通計画

に位置付け協議会で審議することとなれば、沿線市町間において路線の必要性等の認識のズレが生じる恐れ

があるため、県主宰の協議会で補助対象系統について議論することが望ましい。 

○当市では地域公共交通会議のみの設置であり、地域公共交通活性化協議会は未設置であるものの、国の路

線バス等の運行補助の要綱が改正され、補助要件が都道府県の地域協議会による計画策定から市町村の活

性化協議会による計画策定へ変更されたことにより、セットで行うべき路線バスの維持と休廃止の協議が分断さ

れ、当該協議の取りまとめが困難になることが見込まれる。 

 

各府省からの第１次回答 

①ご提案のような状況に対応するため、令和２年 11 月に、地域の実情を踏まえた地方の裁量により、地域公共

交通会議や地域協議会を活性化協議会として位置付けることが可能である旨を示す通知を発出し、各協議会を

一元化することができる旨お示ししているところ（「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の一部改正に

伴う協議会制度の運用等について（令和２年国総地第 84 号）」）。 

②現行制度下においても、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成十九年法律第五十九号）第５

条第１項において、都道府県が地域公共交通計画を作成しようとする場合、当該都道府県の区域内の市町村と

共同して地域公共交通計画を作成することとなるため、同法第６条第２項第１号により、協議会の構成員には共

同で作成する市町村が含まれることとなる。 

 また、同法第６条第２項第３号により、市町村が地域公共交通計画を作成しようとする場合、協議会の構成員

につき、市町村が必要と認めれば都道府県を追加することは可能であり、市町村の裁量により、議論の内容に

応じて都道府県の参画可能な制度としている。一方、法令で都道府県を構成員として加えることを一律で義務付

けることは、市町村の裁量や自主性を狭めてしまうのではないかと懸念される。 
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令和３年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

国土交通省 第１次回答 

管理番号 110 提案区分 A 権限移譲 提案分野 01_土地利用（農地除く） 

提案事項（事項名） 

区域区分の変更に関する都市計画決定権限の中核市への移譲 

提案団体 

横須賀市 

制度の所管･関係府省 

国土交通省 

求める措置の具体的内容 

軽易な区域区分の変更（変更する面積が一定規模以下で、他市町村との境界に近接しないもの等）に関する都

市計画の決定権限を、中核市へ移譲することを求める。 

具体的な支障事例 

区域区分に関する都市計画の決定権限は都道府県にあるが、当市のある都道府県の区域区分変更の基準で

は、原則として大規模な区域区分の変更や、人口増加につながるような市街地の拡張を認める方針となってい

る。一方、当市が希望している小規模な市街化区域の拡大については、区域区分の変更が認められないケース

がある。 

具体的には、区域区分の境界において、現在市街化区域側に生産工場が、市街化調整区域側に駐車場として

利用している敷地があるところ、工場増築のため、当該敷地を市街化区域に編入することを事業者から求めら

れている。編入する面積は約 2,000 ㎡程度であり、山林に囲まれ、人家も隣接していない区域であることから、

周囲の居住環境への影響はほとんどなく、無秩序に市街地を拡張するものでもないことを踏まえ、市内経済の

活性化等の観点から、当市としては要望どおり編入することが適切と考えている。 

都道府県の基準は、上記のような小規模な工業専用地域の拡大のような事例に対応しておらず、過去の区域

区分の見直し時に都市計画変更要望を提出しても、このような区域区分の変更は認められなかった。 

また、小規模な住宅地の拡張など区域区分の変更が認められるケースがあるが、その場合でも、都道府県の区

域区分の見直しスケジュールに合わせなければならないため、スピード感を持って住民からの要望の応えること

が難しい。 

中核市は、人口・産業とそれに伴う都市的土地利用や公共施設整備が集中しており、相対する自然環境の保全

に係る判断と相まって、制度創設から約 20 年が経過する都市計画区域マスタープランに基づいて区域区分の

変更に係る判断を行う事務執行能力が十分にあると考える。地域の実情に合わせて円滑に街づくりを進めるこ

とを可能とするため、少なくとも、一定の面積以下で、他市町村との境界に近接しない区域区分の変更（既存家

屋がある集落の市街化区域への編入、市街化調整区域が隣接した区域の工業系施設拡張や新規建築に伴う

市街化区域への編入等）については、都道府県全域の都市計画の方針に影響を及ぼさない軽易なものととら

え、中核市に権限移譲を行うことを求める。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

住民からの要望や提案に対して、中核市が地域の実情に合わせて主体的に判断することが可能となり、円滑に

調整が進むとともに、区域区分の変更と併せて市決定権限の用途地域の変更も行う際に、関係部局との事前

協議や調整、都市計画手続を効率的に行うことができる。 
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根拠法令等 

都市計画法第 15 条第１項第２号 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

川口市、久留米市 

 

○都市計画の人口フレームが当該自治体の土地利用政策の桎梏となっている。また、都道府県の権限である

ため、都市自治体の状況を考慮した対応が十分でない。県の運用方針が合わず、別な手法を用いて土地利用

を行った例がある。 

 

各府省からの第１次回答 

区域区分は、一の市町村の区域を越えて指定されうる都市計画区域全体を対象として、都市計画区域マスター

プランに基づき、当該都市計画区域内における人口や産業の将来の見通し、市街地の拡大可能性、公共施設

の整備状況、緑地等自然的環境の整備又は保全への配慮等を総合的に勘案して定められるものであり、変更

区域の面積の大きさや他市町村との境界に近接する等に関わらず、都市計画区域の指定主体である都道府県

が広域的な観点から定めることが適切である。 

また、現行制度においても、市町村は都道府県の定める都市計画の案の内容となるべき事項を申し出ることが

できるとされていること（法 15 条の２第１項）、都道府県が都市計画決定する際には関係市町村の意見を聴くこ

ととなっていること（法 18 条第１項）など、市町村の意向を反映させる機会は法律上も担保している。 

なお、「具体的な支障事例」に記載されている開発については、都市計画法第 34 条第 10 号、第 11 号、第 12

号、第 14 号などの規定を活用し、許可権者である中核市の判断で、許可することが可能である。 
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